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本論文の要旨は、以下の通りである。 

 

はじめに 

 

本研究は、ダイバーシティの基本概念の考察、日米におけるダイバーシティの歴史的な

沿革の比較を通して、日本におけるダイバーシティの意義の明確化を図る。 

合わせて、日本におけるダイバーシティの現状を、属性と企業事例を基本に考察し、日

本企業におけるＤ＆Ｉの経営効果、課題及び展望を明確化する。 

また、Ｄ＆Ｉと関連の深い働き方改革との関係の分析を通して、今後の日本企業の人材

戦略の在り方を提案することを目的としている。   

 

研究の背景と問題意識 

 

日本企業を取り巻く経営環境は、①人口減少に伴う量的・質的労働力不足、②超高齢社

会の進展による高齢雇用者問題、③雇用者及び消費者の意識や価値観の多様化、④グロー

バルな規模での消費者ニーズの多様化等の諸要因が激変している。 

そのような経営環境の激変の中で、日本企業が競争力を維持し発展するためには、現時

点での潜在的労働力である高齢者・女性・外国人・障がい者等を、人材として積極的に採

用し、有効活用しなければならない。 

もちろん、日本において、それらの多様な人々を労働者として雇用している企業は増加

しつつある。 

しかし、世界と比較した場合、日本の女性や外国人の雇用率は未だに低く、しかも、雇

用後に、企業の人材としての活用が十分と言える状況ではない。また、高齢者に関しても

積極的な採用や、各種能力を有効活用した雇用の段階には至っていない。 

研究を進める過程において、多様化した雇用者の有する知識と能力を円滑に発揮し、企

業の維持・発展に繋げている企業の共通点として、①企業トップからの組織に向けての強

いコミットメントと、②経営組織の体質改善の存在が確認できた。 

これらの方向性は、日本社会や日本企業に徐々に普及し始めているＤ＆Ｉ（Diversity 

and Inclusion）という人材戦略に繋がる。 
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また、同時に、日本政府が標榜している「働き方改革」と「Ｄ＆Ｉ」は、多様化した雇

用者の戦略化と言う視点で同じ方向に向かっている。 

日本型人事管理は、豊富な若年労働力の存在と、効率的な労働人口構成を背景に、かつ

ては高い生産性を達成し、高度成長を実現する大きな推進力となっていた。 

しかし、その一方で、日本型人事管理は、労働者を正規社員と非正規社員、男性労働者

と女性労働者層に明確に分け、それぞれ違う人事管理を適用するという人材戦略の二重構

造という矛盾を抱えていた。 

近年、日本の企業を取り巻く経営環境は、少子化による労働人口減少、急激な高齢化の

進展、世界的規模での経済のグローバル化等により、大きく変化している。 

このように、経営環境の激変と言える状況の中、企業が競争力を維持するためには従来

の閉鎖性を伴う日本型人事管理から、新たに多様性を前提とした革新的な人材管理である

Ｄ＆Ｉへの移行が重要性を増している。 

 

本研究の目的 

 

本研究の目的は、日本企業を取り巻く経営環境が激変し、日本型人事管理の前提要因も

変容してきたことに対して、対応可能な人材戦略として台頭しつつあるダイバーシティの

企業経営における有効性を先進企業の事例研究を通じて整理・分析し、その結果に基づき

新しい時代の要請に応じた、多様で革新的な人材管理モデルを探求することにある。 

 

研究の方法と論文構成 

 

本研究の方法は、まず、ダイバーシティ推進に関する国内及び国外の歴的変遷を整理・

分析することでダイバーシティに関する意義の明確化を図る。 

その後、ダイバーシティに関して多方面から事例分析を行う。そして、ダイバーシティ

の発展型であるＤ＆Ｉの経営効果・課題そして今後の展望を明確化することで、多様で革

新的な人材モデルの提言へと繋げていく。最後に、政府の提言している働き方改革とＤ＆

Ｉとの関係について言及する。 

本論文の構成は、次の第１章から１０章で構成されている。 
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第１章「研究の概要」では、高度成長期を支えた日本的雇用慣行が、経営環境の変化を

背景として、変革しなければならない経緯の概略について論じた上で、本研究の目的につ

いて述べる。   

第２章「ダイバーシティの基本概念」では、ダイバーシティの定義、Ｄ＆Ｉとダイバー

シティマネジメントの関係、ダイバーシティとＤ＆Ｉの定義、ダイバーシティの分類、ダ

イバーシティのステージと属性の解明から構成され、ダイバーシティに関する基本的な概

念を整理し、その明確化を図ることにより、第３章以下でダイバーシティを論述する際の

基礎とする。 

第３章「ダイバーシティの歴史的変遷」では、ダイバーシティ発祥の国である米国のダ

イバーシティの歴史的変遷と、日本のダイバーシティの歴史的変遷をダイバーシティにお

けるステージを基に比較・研究することで、わが国のダイバーシティのステージの位置を

確認し、第４章以下での、日本のダイバーシティの方向性を明確化する。 

第４章「日本にみるダイバーシティの意義」では、我が国におけるダイバーシティの必

要性の背景を、①少子高齢化による労働人口減少と労働人口構造の変化、②日本人の雇用

意識及び価値観の多様化、③消費市場の成熟化と消費者の多様化、及び、④企業経営のグ

ローバル化の４方向から分析することで、人材戦略としてのＤ＆Ｉの必要性を提言する。 

第５章「日本におけるダイバーシティの現状」では、日本政府と日本企業の両面からダ

イバーシティへの取り組みを分析するとともに、ＷＬＢとダイバーシティとの関係に関し

ても言及する。 

第６章「日本におけるダイバーシティの属性ごとの特徴と事例」では、ジェンダー・エ

イジ・グローバル・障がい・多様な働き方・ＬＧＢＴなどの各属性の雇用環境分析と、属

性ごとの先進企業の事例を検討・分析し、ダイバーシティの属性ごとのモデルへの検討を

行い、第７章にＤ＆Ｉに関する総合的事例の分析の土台とする。 

第７章「日本にみるダイバーシティの先進的企業の事例と考察」では、日本におけるＤ

＆Ｉの先進的企業である株式会社リクルートホールディングス及び株式会社千葉銀行のＤ

＆Ｉ推進の沿革・取り組みに関して、文献等による事例分析と考察を行い、第８章の提言

への材料とする。 

第８章「働き方改革とＤ＆Ｉ」では、政府が主導する働き方改革の背景と目的に関して

整理した後に、働き方改革とダイバーシティの関連性に関して整理する。 
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第９章「高齢者雇用とダイバーシティ」では、我が国におけるダイバーシティの中心的

な課題になる高齢者雇用について、ダイバーシティとＷＬＢとの関係性から言及した後に、

高齢者雇用推進の阻害要因及び高齢者雇用が経営パフォーマンスに及ぼす影響について言

及し、高齢者雇用と人事制度に関する提言をおこなう。 

第１０章「日本企業にみるダイバーシティの経営効果・課題及び展望」では、第1章か

ら第９章までのダイバーシティに関する分析結果を受けて、我が国におけるダイバーシテ

ィの経営効果分析を総合的に実施することで、ダイバーシティ推進の有用性に関して言及

し、その結果を受けて、ダイバーシティ推進上の課題と展望を述べる。 

さらに、現段階におけるダイバーシティに関する提言をおこなう。 

 

提 言 

 

Ｄ＆Ｉは、企業に所属する多様な人材の能力を活かし、それらの多様な人材が有する顕

在的能力及び潜在的能力を最大限に発揮することが可能な機会を提供することを通して、

所属企業におけるイノベーションを創出し、新たなる価値の創造に繋げることにより企業

の競争力を強化する人材活用戦略である。 

また、Ｄ＆Ｉは、従業員の福利厚生や、企業の社会的な責任だけにかかわる課題だけで

はない。企業に貢献可能で多様な人材を確保し、それらの多様な人材が意欲的に職務に取

り組むことが可能な企業風土や、働き方の仕組みを整備することを通して、適材適所を実

現し、雇用者の有する能力を最大限に発揮してもらうことで、企業の競争力を優位にする

経営戦略でもある。 

そこで、Ｄ＆Ｉによる経営効果を発揮する上で重要なことは、Ｄ＆Ｉを推進しようとす

る企業が、明確な経営理念と使命感を持ち、多様化に対応する仕組みや制度運用を確実に

実施し、不公平感のない公正な評価、従業員の期待と育成、登用を継続的に進展させるこ

とである。 

Ｄ＆Ｉが浸透した企業は、エネルギーと創造性に満ち溢れ、組織内に多様な意見が自由

に飛び交い活溢れる状態になっている。 

Ｄ＆Ｉの進展している企業は、明確な採用活動における優位性を示している。また、従

業員の勤続年数が長く、所属企業への従業員の満足度も高く、各種経営指標に対しても総
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じて高い数値を示している。明らかに、Ｄ＆Ｉの進展度の高い企業はその経営に明確なプ

ラス効果を生んでいる。 

企業を取り巻く経営環境は、労働力不足、働く側の意識や価値観の変化、消費者ニーズ

の多様化等厳しい状況が続いている。そこで、第１に多様化する企業環境に適応し、さら

に積極的に自社に望ましい経営環境を創造し、企業が強い競争力を維持･発展していくため

には、経営戦略や人材戦略としてのＤ＆Ｉのさらなる推進に取り組むことが必要であるこ

とを提言する。第２にＤ＆Ｉに基づく新たな人材管理戦略モデルの提言を行う。第３にＤ

＆Ｉ人材管理戦略の中核が働き方改革であり、Ｄ＆Ｉ推進が働き方改革の前提であること

を提言するものである。 
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Ⅱ. 審査結果の要旨 

 

高千穂大学大学院 教授・論文審査主査 

藤 芳 明 人 

 

１ 本博士学位論文申請は２０１９年４月に提出され、主査１名、副査２名による査読が

行われた。また、２０１９年６月には博士論文申請に関わる学位能力試験（論文・英語論

文試験）が行われ、これに合格した。その結果を踏まえて、２０２０年２月に発表会質疑

が行われた。そして、質疑結果による修正課題を含め、本論文の口頭試験審査が２０２０

年２月８日に行われ、その結果、主査１名・副査２名共に合の判定結果とした。 

 

２ 本論文の構成と審査評価の上での本論文の提言と要旨 

本論文は、日本企業を取り巻く経営環境の変化に適応する人材管理システムとして、ダ

イバーシティ＆インクルージョン（Ｄ＆Ｉ）を日本企業に導入・推進・定着するために、

Ｄ＆Ｉの経営効果、課題及びその展望を論述したものである。 

今日、日本の企業において、人材管理システムとしてＤ＆Ｉが注目されるようになった

背景には、①少子高齢化による労働人口減少と労働人口構造の変化による量的・質的な労

働力人材不足②日本人の雇用意識及び価値観の多様化③消費市場の成熟化と消費者の多様

化④企業経営のグローバル化などの経営環境の劇的な変化がある。 

少子高齢化の進行に伴い、日本企業において労働力不足、高齢者雇用者増大、日本人の

雇用意識の多様化、経営のグローバル化による多様化が、現実の問題となり顕在化してい

る中で、従来の日本的雇用慣行において、企業経営にとって有効な戦力とされてこなかっ

た人材を、戦力化していく必要があるとの認識が存在すると考えられる。 

即ち、未活用労働資源の有効活用であり、そのためには、多様性とその多様性の有効活

用が重要であり、多様性を有効活用するための組織変革（企業風土変革）を通しての組織

と個人の成長マネジメントシステムとしてのＤ＆Ｉが重要なのである。 

企業における多様な人材活用を考えた場合、女性のみならず、高齢者、障がい者、外国

人、ＬＧＢＴなどの多様な人材をいかに有効活用するかという問題が生じる。そこで、各

属性の現状分析、阻害要因の分析をした上で問題点を企業が克服しなければ多様な人材を

組織変革を通じて有効活用できないし、企業と個人の成長に繋げるＤ＆Ｉ経営を実現する
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こともできない。 

本論文は以上のような問題意識から、日本的雇用慣行による日本的人事管理制度に焦点

を当て、女性、高齢者、障がい者、外国人、ＬＧＢＴ等の多様な人材を雇用し、その後も

継続的に雇用され続ける人材を育成し、企業で円滑に活躍することが可能な企業マネジメ

ントの仕組みを、先行研究及び事例研究を通して析出しようとするものである。 

 本論文は、第１章から第１０章の構成で、日本企業を取り巻く経営環境の変化に適応す

るＤ＆Ｉ（多様な人材を受け入れ、多様な人材が組織活動において円滑に能力を発揮し有

効活用が可能となるように組織変革｟企業風土変革｠を行い、組織と個人の成長に繋げる

システム）を日本企業に導入・推進・定着するため、人材管理システムとしてのＤ＆Ｉの

経営効果、課題及びその展望を示唆したものである。 

第１章「研究の概要」では、序論として本研究の背景、問題意識、研究目的、研究の方

法が説明され、論文の全体構成が示されている。背景の中では、高度成長期を支えた日本

的雇用慣行（制度としては終身雇用制度・年功序列賃金制度等であり、特徴として同質性・

均質性重視の雇用慣行である）が、人事管理における二重構造的矛盾点を内包している点

を論じるとともに、経営環境の変化を背景として、変革しなければならない経緯について

明らかにしている。   

第２章「ダイバーシティの基本概念」では、先行研究を基にダイバーシティ、Ｄ＆Ｉに

関する定義の明確化を論じると同時に、Ｄ＆Ｉとダイバーシティ・マネジメントとの関係

を明らかにしている。ダイバーシティの進化論やステージ論に基づき、ダイバーシティが

Ｄ＆Ｉに至るプロセスを詳細に論じている。さらに、ダイバーシティの各属性に関して先

行研究を基に、可変的属性・不変的属性や可視的属性・不可視的属性に分類しダイバーシ

ティ推進上の留意点を明らかにしている。 

第３章「ダイバーシティの歴史的変遷」では、ダイバーシティ発祥の国と言われている

米国におけるダイバーシティの歴史的変遷と、日本のダイバーシティの歴史的変遷をダイ

バーシティの発展段階と関連付けて論じることにより、我が国のダイバーシティの推進状

況を明らかにしている。 

第４章「日本にみるダイバーシティの意義」では、我が国におけるダイバーシティの必

要性の背景を、①少子高齢化による労働人口減少と労働人口構造の変化、②日本人の雇用

意識及び価値観の多様化、③消費市場の成熟化と消費者の多様化、及び、④企業経営のグ

ローバル化の４方向から分析することで、日本における人材戦略としてのダイバーシティ
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の推進をＤ＆Ｉの段階まで進展させる必要性があることを明示している。 

第５章「日本におけるダイバーシティの現状」では、我が国におけるダイバーシティ推

進の取り組み状況を、政府と企業をそれぞれ女性・高齢者・障がい者の視点で分析するこ

とにより日本におけるダイバーシティの現状を明確化している。それと同時に、ワークラ

イフバランスは企業におけるＤ＆Ｉを確立するための中心的な施策であることも論じてい

る。 

第６章「日本におけるダイバーシティの属性ごとの特徴と事例」では、ジェンダー・エ

イジ・グローバル・障がい者・多様な働き方・ＬＧＢＴ等のダイバーシティ属性ごとに特

徴を論じた上で、企業の事例分析により、各属性のロールモデルを明らかにすると共に、

多様性の効果連鎖に関して取り上げている。 

第７章「日本にみるダイバーシティの先進的企業の事例と考察」では、日本におけるＤ

＆Ｉの先進的企業である株式会社リクルートホールディングスおよび株式会社千葉銀行の

Ｄ＆Ｉ推進の沿革・取り組みに関して、文献等による事例分析及び考察を行い、ダイバー

シティ先進企業におけるロールモデルを分析している。 

第８章「働き方改革とＤ＆Ｉ」では、政府が主導する働き方改革の背景と目的に関して

分析し、働き方改革を成功させる重要な要因がＤ＆Ｉであること、しかし、大部分の日本

企業のダイバーシティの発展段階はＤ＆Ｉ段階まで至っていないことに関して論じている。 

第９章「高齢者雇用とダイバーシティ」では、我が国におけるダイバーシティの中心的

な課題となる高齢者雇用について、日本的雇用制度の変革との関係で論じている。そして、

高齢雇用者を戦略化するために①引退のエイジフリー化②処遇制度のエイジフリー化③就

業選択のエイジフリー化の必要性を論じている。また、高齢雇用推進の阻害要因として、

①社会システムや社会習慣等の社会環境的問題②終身雇用制度・年功序列賃金制度と定年

制の有する雇用排出機能・雇用保障機能等の日本的雇用慣行の問題③高齢者自身の意識や

心理状態の問題に関しても論じることを通して、高齢者雇用の方向性を提示している。    

第１０章「日本企業にみるダイバーシティの経営効果・課題及び展望」では、本論文の

結論と今後の課題及び展望が論述されている。先行研究等においてダイバーシティ推進の

経営効果の有効性が明確にならなかった要因として、多様性の数値増加と経営効果の関係

のみに視点が奪われ、多様性の数値に多様性の活用の仕組みの進展度、即ちダイバーシテ

ィ進展度を考慮しなかった点が欠如していることを指摘している。 

多様性と企業経営の有効性との関係に関しては、労働者の置かれている背景により大き
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く左右されることはしばしば指摘されてきているものの、いまだにダイバーシティ推進と

経営効果に対する有効性との関係は統一的な見解にはなっていないように思われる。本論

文は、未だに解明されていないダイバーシティ推進と経営効果に対して、具体的な問題の

探究と把握を試みている。 

そして、Ｄ＆Ｉ推進上の課題としては、次の４点を提言している。 

① トップの経営戦略・コミットメントの重要性 

Ｄ＆Ｉ推進の先進企業において共通して言えることは、経営トップがＤ＆Ｉを経営戦略

として明確に意識し位置づけ、社内外に対し継続的に情報発信し取り組んでいること、そ

して、Ｄ＆Ｉの必要性を従業員の意識の中に深く浸透させていることである。このことは

Ｄ＆Ｉを推進する上で、トップの強いコミットメントが重要な成功要因の一つであること

を意味する。仮に、トップのＤ＆Ｉの経営戦略としての位置づけと、強いコミットメント

抜きに、Ｄ＆Ｉ推進への取り組みがなされたとしても、個別的、単発的なものになってし

まう懸念がある。従ってトップ自らがＤ＆Ｉ推進に関して強いコミットメントを実施し、

社内に必要性を知らしめているかが、各企業におけるＤ＆Ｉ推進の成果を左右する重要な

課題と言える。 

② 各種施策の導入と運用上の工夫 

近年多くの企業において従業員の多様化を前提として、ＷＬＢや各種能力開発等のニー

ズに対応する形で在宅勤務制度などの柔軟な勤務体制等の施策が充実しつつある。日本の

企業のダイバーシティ推進に関する施策は福利厚生的色彩が強く、業務が集中する企業を

支える中核的な人材の制度利用が困難になっている可能性がある。その結果、特定層しか

制度の利用ができないという不公平な状況が発生している。在宅勤務制度においては、管

理職の目を離れて在宅等で働く社員を適正に評価するマネジメント体制に関して、現段階

では充分に整備されているとは言えない。また、公正かつ柔軟に個々の社員を管理する個

別契約的思考での社内体制や、管理職の意識改革、及び、スキルを身に付ける管理職トレ

ーニングの実施が必要であるにもかかわらず、現状では不十分と言わざるを得ない。日本

の企業においてはダイバーシティに関する各制度は充実している一方で、運用面において

多くの課題が存在する。このような点を是正するために、人事評価制度の再確認、登用、

配置、仕事の分担等を合理的な観点から見直すことが重要である。また、管理職はダイバ

ーシティ・マネジメント推進上の重要な要であるので一律的マネジメント思考から変革を

し、多様化した従業員の個々のニーズや時系列的なニーズに対応しながら企業をチームと
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して最大限の成果が出せるよう、トレーニング等を通じて、管理職の意識変革やコミュニ

ケーション、ファシリテーション、コンフリクトマネジメントなどのダイバーシティ・マ

ネジメント力を高めるべきである。 

③自律的キャリア形成支援の継続体制 

政府の施策目標もあり、女性管理職登用の推進機運が高まり、各企業においては、女性

管理職の育成･登用に力を注いでいることもあり、女性管理職比率は年々上昇傾向を示して

いる。しかし、管理職登用後に多様化した社員の個々の事情を考慮し、多様化した社員の

能力を十分に発揮させ、キャリアを継続させるための企業内における環境整備が不十分で

ある。特に、女子は結婚・出産・育児・介護等でキャリアを中断するケースが男子に比較

して多く、自律的キャリア形成上の大きな障害となっている。この障害を取り除き、ＷＬ

Ｂにより職場環境を整備し、女性の高い能力を引き出すことが可能なように、自律的キャ

リア形成支援の継続的体制づくりが必要である。 

④外部資源の活用 

Ｄ＆Ｉ推進企業は、自社内で限定運営しているケースが大部分である。そのため、企業

規模や推進度に左右されるものの、多くの企業では自社内において女性社員のロールモデ

ルが不足している状況や、企業内託児所等の経営効率が低く、企業の経営上マイナスにな

っているケースもある。これらの課題解決は、他社との人事交流や勉強会などを通して、

外部経営資源を取り入れたＤ＆Ｉ推進の実施を再検討すべきである。  

日本企業の環境変化に適応するダイバーシティ経営が、企業の経営成果に有効に働くに

は、ダイバーシティからＤ＆Ｉの段階に発展することが重要であり、今後、企業のトップ

マネジメントの意識改革と組織変革（企業風土変革）を行う上での基礎的認識を提供する

ものである。 

本大学院修士課程における修士論文「高齢化社会に対応した人事管理に関する一考察―

高齢化社員の戦力強化と経営力向上のための人事管理」の研究対象を、高齢者から女性・

外国人・障がい者まで拡大させた雇用の推進と活用に関する研究に取り組んでいる。 

 修士・博士課程と一貫性のある研究姿勢に基づき、今後の日本が直面する労働力不足の

課題に対応すべく「高齢者、女性そして外国人等の労働資源を三身一体の未活用労働資源

として捉えた人事管理論」を展開する論文である。 

 これは企業における労働力の多様化、すなわちダイバーシティの問題である。ダイバー

シティに関する概念は時代と共に拡大・進化しインクルージョン（包括）と結びついて、
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近年ではダイバーシティ＆インクルージョン（Diversity and Inclusion：Ｄ＆Ｉ）人材戦

略と位置付けられる。 

 本論文では、ダイバーシティならびにＤ＆Ｉに関する先行研究や文献を分析し、日本に

おけるダイバーシティ及びＤ＆Ｉの基本概念を明確にした上で日本のＤ＆Ｉの経営効果、

課題、今後の展望に関して考察している。 

 非常に多くの文献、関連資料の分析に立脚した丁寧な研究は評価に値する。そして各章

ごとの提言や指摘を評価し、内容を審査し、博士論文として認可できると判断、合判定と

した。 
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